


































































　その後 2006 年 11 月に，自民党政務調査会，社会保障制度調査会および医療
紛争処理のあり方検討会により「産科医療における無過失補償制度の枠組みに
ついて」という報告書が示され 6，それを受けて，2007 年 2 月，厚生労働省の
委託事業として産科医療補償制度運営組織準備委員会が財団法人日本医療機能
評価機構に設置された。同年 2月 23 日から同委員会において産科医療補償制
度の創設に向けたさまざまな議論が 12 回に亘って行われ 7，それらの議論を
踏まえて 2008 年 1 月 23 日に「産科医療補償制度運営組織準備委員会報告書」
が提出された 8。            





　本制度については 2008 年 10 月より加入手続きが始まっており 11，2008 年


























































































































































































































































































































































































































































６ これについては，http://www.jimin.jp/jimin/seisaku/2006/seisaku-027.htmlにおいて，「無           
過失補償制度にかかる費用の流れ」とともに全文が公開されている。
７ 委員会での会議録および会議資料（一部）は，http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/ outline/
detail.htmlにて取得することが可能である。以下，これを引用する際は，「第○回『準備委
員会』会議録○頁」とする。
８ 同報告書（以下，「報告書」という）は，http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/pdf/ obstetrics_report.
pdfにて取得することが可能である。
９　第1回産科医療補償制度運営委員会会議録および会議資料（一部）に関しては，http://
www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/outline/management.htmlにて取得することが可能である。以
下，これを引用する際は，「『運営委員会』会議録○頁」とする。
10　以上の経緯につき，http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/index.html，後信・河北博文「新し
く創設される産科医療補償制度の概要と課題」産婦人科の実際57巻6号1015頁以下（2008）
などを参照。
11「産科医療補償制度加入規約」（以下，「加入規約」という）は，http://www.sanka-hp.
jcqhc.or.jp/pdf/ob_kiyaku.pdfにて取得することが可能である。
12　http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/pdf/081202kanyujoukyo.pdfを参照。　
13　厚生省研究班（当時）が1968年に定義したところによれば，脳性麻痺とは，「受胎から新
生児（生後4週以内）までの間に生じた脳の非進行性病変に基づく，永続的なしかも変化し
うる運動および姿勢の異常」をいい，その症状は2歳までに発現するとされる。しかしながら，
進行性疾患，一過性の運動障害，正常化されるであろうと思われる運動発達遅滞は除外され
る。この定義は，「産科医療補償制度標準約款」においても採用されている。同約款2条2号
を参照。なお，第3回準備委員会に参考人として呼ばれた岡明医師は，「社会一般の受け取
り方として，脳性麻痺というのは，周産期の何か脳障害のこと全部」をいうと思われがちで
あるが，運動障害のみをいうと強調している。第３回「準備委員会」会議録17頁。
14　分娩機関が廃業した場合や緊急搬送等がされた場合にも，児が不利益とならないような配
慮がなされている。加入規約14条，22条。
15「産科医療補償制度標準補償約款」（以下，「標準補償約款」という）は，http://www.
sanka-hp.jcqhc.or.jp/pdf/obstetrics_yakkan.pdfにて取得することが可能である。
16　この点については準備委員会でもかなりの議論が尽くされており，専門家の間でも絶対的
基準を設けることに懐疑的な見解が多かったことがわかる。第6回「準備委員会」会議録19
頁以下を参照。最終的には，調査委員会のまとめた報告書のデータからこの数値を下回るケー
スでは早熟性を原因とする脳性麻痺の多いことが示され，原則として数値に基づいて一律に
判断することとされた。
17　在胎週数28週未満の児は「原則として」個別審査の対象としないとされている。このよ
うな限定が付された理由は，「臓器・生理機能等の発達が未熟なために，医療を行っても脳
性麻痺となるリスクを回避できる可能性が医学的に極めて少ない児については，分娩に係る
医療事故に該当するとはおよそ考え難い」ことによる。
18　加入規約24条3号を参照。
19　報告書においては，年金方式による商品化が望ましいものの，「補償の対象となる脳性麻
痺児についての生存曲線に関するデータは皆無に近く，年金方式による収支の見込みを立て
ることができない」ことから，結局このような方式が採用されるに至ったとされている。報           
告書9頁以下。
20　岡井崇「無過失補償制度」臨床婦人科産科61巻3号268頁以下（2007）。
21　長野展久「医療事故のセイフティネット－無過失補償制度」病院65巻1号49頁以下（2006）。
氏は，こうした制度により「医師のインフォームド・コンセントにおける心理的負担の軽減」
にもつながり，「結果的に医師の説明義務違反をめぐる紛争にも歯止めをかけることができ
る」とも指摘している。
22　藤村伸「無過失補償制度について」日医雑誌135巻4号別冊18頁（2006）。
23　藤村・前掲注（22）18頁。
24　藤村・前掲注（22）18頁。
25　岡井・前掲注（20）268頁以下。
26　小松・前掲注（1）242頁。
27　木下勝之「産婦人科医師全員で盛りたてよう無過失補償制度」日医雑誌137巻4号別冊19
頁以下（2008）。
28　この構想に関する詳細は，加藤良夫・増田聖子『患者側弁護士のための実践医療過誤訴訟』
41頁以下（日本評論社，2004），加藤良夫「救済システムが事故防止に機能する」医事法学
18号94頁以下（2003）などを参照。なお，加藤弁護士は，第2回準備委員会にも参考人と
して呼ばれている。ここで加藤弁護士はこうした制度の立上げが遅れた理由について，財源，
賠償対象の範囲およびモラルハザードの3つの問題を挙げている。第2回「準備委員会」会
議録32頁以下。また，この点に関しては，山口斉昭「医療事故被害者救済制度について－
加藤構想とフランス患者の権利法－」賠償科学30号56頁以下（2003）も参照。
29　近藤昌明「医療安全に関する民事訴訟の現状」ジュリ1323号38頁（2006）。なお，近藤判
事は，無過失責任の導入につき，損害賠償法の定める枠組みから大きく乖離して賠償額が僅
少とならざるを得ないため，何の解決にもならないと指摘する。
30　畑中綾子「医療事故無過失補償制度の論点～産科医療無過失補償制度の議論に着目して」
社会技術研究論文集5巻129頁以下（2008）。
31　野田愛子「産科医療の無過失保障制度について」民情263号1頁（2008）。
32　峯川浩子「産科医療補償制度」医事法学23号260頁以下（2008）。
33『第51回　人権擁護大会シンポジウム　第2分科会　基調報告書　安全で質の高い医療を
実現するために－医療事故の防止と被害の救済のあり方を考える－』111頁以下（2008）。
34　その代表例がニュージーランドであるが，同国においてもこれをめぐっていろいろと動き
があったようである。これらの経緯を紹介する近時のものとして，甲斐克則「ニュージーラ
ンドにおける医療事故と被害者の救済」比較法学42巻1号82頁以下（2008）がある。
35　スウェーデンにおいては，無過失補償制度を導入したことにより訴訟件数が減少したとさ
れる。しかし，この原因については，勝訴することにより「予期される利益が訴訟費用を上
回ることは考えられないため，訴訟の芽を摘む結果となっている」からとの指摘をする見解
も存する。小松・前掲注（1）246頁，長野・前掲注（21）49頁。
36　我妻学「分娩に関連する脳性麻痺に対する無過失補償制度－バージニア州における無過失
補償制度を中心にして－」都法48巻2号110頁以下（2007）。
37「運営委員会」会議録20頁においては，原因分析報告書の書き方につき，「国民から見て
わかりやすいように」との指摘がなされている。           
38　そのため，準備委員会でも主張されていたように，こうした児らに対し，では「医療事故
に対する補償」という枠組みを離れた場面でどのような保護を与えることが可能であるかに
ついて，様々な角度から検討する必要があるだろう。こうした議論が尽くされてはじめて両
者の「不公平感」が解消されるのであって，そうでなければ，この「不公平感」が今後訴訟
提起を逆に誘発することにもなりかねないと考える。
39　この点については，第12回「準備委員会」会議録23頁や「運営委員会」会議録24頁にお
いて両者の区別を強調する指摘が見られるものの，だからといって，このような接合可能性
を完全に払拭することはできないであろう。
40　小池泰「判例紹介（最高裁平成18年1月27日判決）」民商135巻6号204頁以下（2007），
拙稿「判例紹介（最高裁平成19年4月3日判決）」民商137巻2号228頁以下（2007）などを
参照。
41　当該分娩機関に「明白な重過失があると思料される」とされた場合に，患者側には示談等
の選択肢もあるにせよ訴訟に打って出る可能性も十分にあると思われる（ただ，制度規約
27条によれば，この結果が分娩機関側にのみ提供されるかのような規定が置かれているこ
とに注目しておく必要がある）。ここでは，あくまでも「思料される」にすぎず，裁判官が
この判断に束縛されることなく自由に判断してもよいことから，審査における判断と訴訟に
おける過失判断とに齟齬が見られるケースが皆無とはいえないことも押さえておくべきであ
ろう（反対に，示談等においては，基本的に重過失の存在を前提とした話し合いがなされる
こととなろう）。
42　手嶋豊「損害賠償責任と責任保険，補償制度の理論と現実（3・完）」NBL502号58頁（1992）。
なお，医療に伴い発生する障害補償制度検討委員会・前掲注（5）496頁も参照。
43　この点に関しては，「シンポジウム　医療事故と防止システム」医事法学18号120頁以下
（2003）も参照。
44　スウェーデンでは，訴訟においては「損害が医療行為の直接的な結果であった可能性が
80％程度以上ないと原告は勝てない」が，無過失補償制度においては「その可能性の閾値が
50％程度まで下げられているため，因果関係の複雑な事例が多い医療事故では結果的に幅広
い患者が保証されることとなる」との報告がなされている。岡井・前掲注（20）265頁。
45　この概念につき言及した最高裁としては，最高裁平成12年9月22日判決（民集54巻7号
2574頁），最高裁平成15年11月11日判決（民集57巻10号1466頁），最高裁平成16年1月15
日判決（判時1853号85頁，判タ1147号152頁），最高裁平成17年12月8日判決（判時1923
号26頁，判タ1202号249頁）がある。ただ最高裁は，この概念をあくまでも法益として位
置付けており，因果関係の判断基準を直接緩和したと捉えるべきではない。この点につい
ては，拙稿「法益としての『相当程度の可能性』」富大経済論集52巻2号33頁以下（2006），
拙稿「『相当程度の可能性』をめぐる混迷－下級審裁判例の動向を中心に－」富大経済論集
53巻2号29頁以下（2007）を参照されたい。
46　併せて，期待権侵害を理由に慰謝料請求することも考えられる。
47　最近のものとして，スウェーデンにつき，岡井・前掲注（20）264頁以下，井上清成「ストッ
クホルム・リポート－医師法21条改正と無過失補償制度創設のための調査旅行より」日本
医事新報4333号81頁以下（2007），千葉華月「医療事故における被害者の救済」円谷峻・松
尾弘編集代表『山田卓生先生古稀記念　損害賠償法の軌跡と展望』227頁以下（日本評論社，           
2008）。ニュージーランドにつき，浅井尚子「NZ事故補償制度における医療事故概念の変遷」
円谷・松尾編集代表『山田先生古稀記念』209頁以下，甲斐・前掲注（34）79頁以下，宍戸
伴久「外国における医療事故補償制度－ニュージーランドと英国の場合－」レファレンス平
成20年7月号59頁以下（2008）。アメリカのバージニア州につき，我妻・前掲（36）79頁以
下がある。
48　加藤雅信「不法行為法の将来構想－損害賠償から社会保障的救済へ－」同編『損害賠償か
ら社会保障へ－人身被害の救済のために－』30頁以下（三省堂，1989）。
49　実際，加藤教授が，棚瀬孝雄教授や樋口範雄教授らによって指摘された「有責加害者が
ヴェールに包まれる分野が拡大する」との懸念を受けて，自らの構想を修正したことは示唆
的である。加藤雅信「損害賠償制度の将来構想」山田卓生編『新・現代損害賠償法講座　第
1巻総論』310頁以下（日本評論社，1997）。
50　これにより，補償の一律性に伴って発生する補償対象者間での不公平感の解消に貢献する
かもしれない。もちろん岡井医師の指摘するような，賠償金を得られる場合と得られない場
合の間の不公平感はある。
51　この点について言及する文献は枚挙に暇がないが，ここではひとまず，棚瀬孝雄「不法行
為責任の道徳的基礎」同編『現代の不法行為法　法の理念と生活世界』3頁以下（有斐閣，
1994）を挙げておく。この辺りの議論状況については，潮見佳男『不法行為法』5頁以下（信
山社，1999）が詳しい。
52　前節で述べた「ねじれ現象」が生じるのもこのような理由からであろうと考えられる。
53　加藤・前掲注（49）300頁。
54　我妻・前掲注（36）82頁も参照。
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